地方自治体への権限委譲について
　佐藤　光伸
はじめに
今日の社会では地方分権推進の動きが各地で見られる。この動きに基づいて全国の市町村も近隣地域で合併などを行い一般市から特例市、中核市、政令指定都市へと拡大していき、それに伴いその都市が国や県から委譲される事務権限も大きなものへとなっていく。
一体なぜこれまで国や県の所持していた権限を合併など推し進めて地方自治体へと委譲していくのだろうか。国や県から市町村への権限委譲の現状、効果、実例を挙げながらこれから目指していくべき権限委譲を明らかにしていくことをこの論文の目的とすることにする。
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序章　地方分権の背景
そもそも今日の地方分権推進の動きはなぜ始まったのだろうか。理解を深めるために権限委譲のことを論じる前にその背景を述べていこうと思う。

日本の行政システムは、明治維新により中央集権体制が確立し、第二次世界大戦後も形を変えてそれが維持されてきた。中央集権型の行政システムは、国力の発揚に効果を発揮し、後進国であった日本を世界有数の先進国に成長させる上で大いに役立った。特に戦後は、経済成長という共通の目標に向かって全国が足並みを揃えて産業振興やそのための基盤整備、さらには福祉、教育の充実等に邁進する上で、中央集権体制が不可欠であった。

しかし、社会経済の成熟化の中で国民の価値観・ニーズが多様化する一方、少子・高齢化の急速な進展により、全国画一的な基準で様々な課題に対応することが難しくなっているのが今日の日本である。
　
このような環境の中、行政に求められる課題を解決するためには、国や県よりも市民となじみの深い自治体と市民とが連携して、地域のことは地域で決めることができる地方分権型の行政の仕組みが必要となる。

　
そのために、近年では地方分権が推進され、その中で国や県から各市町村へと事務権限を委譲しようとする動きが活発に行われているのである。
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戦後の日本　　　　　　　　　　　　高度成長期の日本　　　　　　　　　　現在の日本
第1章　権限委譲の現状
全国に約780ある市町村は、人口で見ても、1万人に満たない市町村から300万人を超える市町村と様々である。政令指定都市を除き、これまで規模や行政能力に関わらずにほぼ同じ事務となっていたが、これらの市町村の仕事を一律に捉えるのではなく、人口や面積が 比較的大きな市町村には、県から事務権限を移し、市民に身近な市役所で出来るだけ用事が済むようにすることにより、市民の利便性を高め、併せて一層の地方分権の推進を図ろうというのが権限委譲の狙いだといえる。
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右に示してある図は全国の市町村の状況を簡単に記したものとなっている。
図の最も下方にあるのが一般市で委譲される事務権限も最も少ない。一般市から上方へとあがるにつれて特例市、中核市、政令指定都市となり、規模が大きくなると委譲される事務権限も多くなる。
中核市以上になると権限を委譲された都市は、福祉や保健衛生、環境、都市計画などの分野で、市民生活に密着した事務権限が県から移譲されるため、その都市の自主的、主体的な判断で地域の実情に応じた行政が実現できるようになる。独自のまちづくりができることは地方自治体だけでなく市民にとっても魅力的なものである。
国や県から市町村へ委譲される事務権限は膨大である。実際にどのようなものがあるのかを特例市や中核市、政令指定都市を比較しながら見ていきたいと思う。

特例市の処理する主な事務
都市計画等に関する事務

　　・市街化区域又は市街化調整区域内の開発行為の許可

　　・市街地開発事業の区域内における建築の許可

　　・都市計画事業の施行地区内における建築等の許可

　　・市街地再開発事業の施行地区内における建築等の許可

　　・土地区画整理組合の設立の認可

　　・土地区画整理事業の施行地区内の建築行為等の許可

　　・住宅地区改良事業の改良地区内の建築等の許可

　　・宅地造成の規制区域内における宅地造成工事の許可

環境保全行政に関する事務

　　・騒音を規制する地域の指定、規制基準の設定

　　・悪臭原因物の排出を規制する地域の指定、規制基準の設定

　　・振動を規制する地域の指定、規制基準の設定

その他

　　・計量法に基づく勧告、定期検査 

中核市の処理する主な事務
特例市の事務に次の事務が加わることになる。 

民生行政に関する事務

　　・社会福祉審議会の設置・運営

　　・社会福祉法人・社会福祉施設の許認可及び指導監査

　　・民生委員の定数決定、指導訓練

　　・身体障害者手帳の交付　　　　　

　　・母子寡婦福祉資金の貸付

保健衛生行政に関する事務

　　・診療所・助産所の開設許可、監視指導

　　・医薬品の一般販売業の許可、監視指導

　　・飲食店・旅館の営業許可、監視指導

　　・理容所・美容所・クリーニング所の開設届の受理、監視指導

　　・犬猫の保護、動物愛護の普及啓発

　　・感染症・食中毒等の予防、蔓延防止

　　・性感染症の相談・検査　　　

　　・精神保健福祉相談　　　　

環境行政に関する事務

　　・煤煙発生施設、一般粉塵発生施設の設置の届出の受理

　　・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設の設置許可

都市計画等に関する事務

　　・屋外広告物の条例による設置制限

文教行政に関する事務

　　・市立の小・中・特別支援学校教職員の研修

政令指定都市の処理する主な事務

中核市の事務に次の事務が加わることになる。 

民生行政に関する事務

　　・児童相談所の設置

都市計画等に関する事務

・都道府県道、産廃施設、流通業務団地等に関する都市計画決定

　　・市街地開発事業に関する都市計画決定

土木行政に関する事務

　　・市内の指定区間外の国道の管理　　　

　　・市内の県道の管理

文教行政に関する事務

　　・市立の小・中・特別支援学校教職員の任免、給与の決定 

　
上記にあげたものが具体的に国や県から委譲される事務権限である。委譲される事務権限には様々なものがあるが、市民の生活にはどれも欠かせないものだといえる。現在では一般市の数が圧倒的に多いが、これからも各地方自治体はさらに合併などを行い、その地域の実情に応じた市民一人ひとりの生活をより豊かで快適にする独自のまちづくりを目指し、多くの事務権限が委譲される都市へと移行しようとする傾向は強まるだろう。
第2章　権限委譲の利点
国や県から事務権限を移行することで得られる利点は大きく４つのものがある。
（1）行政サービスの効率化・迅速化

これまで、その都市で申請を受け付け、県が認定していた身体障害者手帳の発行や母子・寡婦福祉資金の貸付けなど、県と都市が分担して行っていた事務を都市が一括して行えるようになり、事務処理をスピードアップすることができる。

（2）きめ細かな行政サービスの提供

中核市にまでなるとその都市が独自に保健所を設置することができるようになり、これまで県と市が分担していた保健サービスが都市に一元化され、一貫した保健指導が行えるようになる。また、市立の小・中・特別支援学校教職員の研修を市が主体的に行うため、本市の実情や課題に合わせた研修の実施が可能となる。
そのほか、市民生活に密着した多くの事務を身近な市役所で行うことで、市民ニーズに即したきめ細かな行政サービスを提供できるようになる。

（3）独自のまちづくりの展開

現在、県の条例に基づいて行っている屋外広告物の規制を、都市が条例を制定して行えるようになる。また、水質汚濁など従来の市管轄の規制分野に大気汚染防止などに関する権限が加わるなど、景観や環境に配慮した独自のまちづくりを推進できるようになる。
（4）分権時代にふさわしい都市経営の推進

外部監査制度の導入により、行政に対するチェック機能がさらに強化される。

福祉分野では、一部の事務が県の関与を受けることなく国と直接協議することができるようになる。

※外部監査制度とは、地方自治法の規定に基づき、その都市が公認会計士や弁護士などの外部の専門家と外部監査契約を締結し、その監査を受けるものである。

　
[image: image6.png]ol 1000km



この4つの大きな効果のほかに考えられる効果としてその都市のネームバリューが向上し、その地域の地域活性化へとつながることも期待できるだろう。市民一人ひとりがより豊かで快適な生活を送るために、権限委譲の利点は欠かせないものであることは間違いない。
第3章　権限委譲の問題点
第2章では権限委譲をした場合の利点を述べてきたが、第3章では権限を委譲することの問題点にはどんなものがあるのか述べていきたいと思う。

基本的に市民へのサービス向上という点からすると権限委譲をすること自体に問題はないと考えられる。権限を委譲することに問題がないとすれば、要件を満たす全ての都市を多くの事務権限をもつ中核市や政令指定都市にしてしまったほうが地方分権を推進する今日の社会に即したものとなるだろう。しかし、現在推進されている地方分権における権限委譲だが、そこにも様々な問題が生じているのだ。

基本的に広域で行った方が効率的なものは移譲される事務権限には入っていないのだが、平均的な例によるものなので、個別に見ると都市の特性等により、中には効率的ではないものも含まれている可能性はある。現在では県から移譲される事務権限が決められているので、社会のニーズが多様化する今日においては委譲される事務権限をそれぞれの都市の実情に応じた選択制にするなどの対策をとることも必要ではないだろうか。

また財政破綻した夕張市の事例を引き合いに出して、「夕張市のように、人口減少・高齢化が進行し、歳出に占める税収の割合が極めて低く、様々な交付金や補助金によって財政運営を行っている基礎自治体は少なくない。その地方自治体の行財政運営の安定性と効率性を高めるために市町村合併が進められているが、人口減少・高齢化が進む市町村同士を合併しても歳出規模が大きくなる一方で税収の増加はあまり期待できないため、交付金や補助金への依存が高まり、財政的自立性は低下していく。基本的には都道府県への権限・責任・財源の委譲を進めることが望ましい」との市町村への権限委譲へ批判的な声も一部ではあがっている。
事務権限の委譲にあたって必要なものは、一般的に保健所など専門職員の確保、移譲事務執行のための財政負担があげられる。前者については権限を委譲された他市の例を参考に、必要な要員の市独自での採用や、県からの派遣などにより確保することが求められる。

また後者について地方交付税の交付団体では、必要な財源は地方交付税の増額により措置されることとなる。
しかし、国と地方は社会経済の成熟以前の上下・主従の関係から対等・協力の関係になったとはいえ、必要な財源の点では、国の補助金、負担金および交付金等が依然として高い割合を占めている。そのため、地方は、国の定める交付要綱や実施基準等により事業内容が縛られるなど自主性・自立性を発揮できにくい状況となっている。市民と地方自治体が連携して、地域のことはその地域で決めることができる地方分権型社会を実現するためには、国と地方の役割分担を明確にした上で、地方が行うべき事務については、権限と財源の両方を一体のものとして地方に移譲することが必要となる。
権限だけを委譲し財源や専門職員の確保の援助をしないということは国の責任転換と言わざるを得ない。これでは地方分権は名ばかりのものとなってしまう。
また権限を委譲するその前段階、つまり、事務権限の委譲を考える際にも問題点が生じるのである。事務権限を委譲されるということはその前段階において合併を行い、都市を大きくするということである。この合併を行う際にも、いくつかの問題点が挙げられる。

合併を行う際の問題点
（1）市役所が遠くなって不便になるのではないか
合併後も、それまでの市役所や町村役場が統廃合されて、各種の申請手続や窓口での相談をしたい場合に、遠くの役所まで行かなければならないので不便になるのではないか。

（2）住民の声が届きにくくならないか

合併すると、職員一人当たりが対応する市民の数は増えるので、市民の声が届かなくなるのではないか。合併すると、人口の多い地域の要望ばかりが優先されて、人口の少ない地域の要望が届きにくくなるのではないか。

（3）サービス水準が低下し負担が重くならないか。

合併前の市町村間で住民サービスの水準や各種の使用料及び手数料が異なり、合併後、サービス水準が低下や住民負担が重くなるのではないか。

（4）各地域の歴史、文化、伝統等が失われないか。

合併すると、地域性が薄れ、合併前の地域においてそれぞれ育まれてきた歴史、文化、伝統等が失われるのではないか。

合併すると、住所が変わり、各地域の名称がなくなれば、合併前の各地域の愛着や連帯感が希薄になるのではないか。

　

市町村合併に関して、一般に言われる問題点には、上記のようなものがあげられる。市町村合併は国や県から権限を委譲されるための手段であり、合併すれば無条件で権限委譲の利点を得られるものではなく、また、問題点も努力なしで克服できるものではない。権限委譲による効果を最大限に生かすとともに懸念事項を克服していくためには、市町村合併を「新たな地域の創造」ととらえ、市民と地方自治体が自分たちの地域は自分たちでつくるという気概と一体感を持ち、知恵を出し合って新しい都市づくりに取り組むことが重要である。 
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これまで第2章で利点、第3章では問題点を述べてきた。次の第4章で権限委譲の効果が都市にどのような影響を与えているのか述べていくことにする。
第4章　権限委譲の影響
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権限委譲に伴い中核市へと移行した都市のほとんどが障害者手帳の交付までの日数が大幅に短縮できたとしている。実際に高知市では、これまで平均41日かかっていたものが、13日になったという。これにより身体障害者の方々はより早く給付を受けることができ、家族の負担も減ることとなった。ただこれも中核市になったというだけで得られた効果ではなく、その裏にある地方自治体の努力も忘れてはならない。

　また中核市以上の都市になるとその都市が独自に保健所を設置できるようになり、県とその都市が分担していた保健サービスが都市へと一元化され、一貫した保健指導が行えるようになる。この結果、市民はよりその地域に即した保健サービスが供給されることとなった。
しかし、保健所の設置はその多くがその地域の中心地でおこなわれることが多く、中心地以外の市民は距離的な問題もありこの保健サービスに不満の声を上げている。市民一人ひとりが平等なサービスを受けるためには国や県、地方自治体は中心地以外への保健所の設置も検討すべきである。
権限委譲を目指す都市の実例として興味深い記事があった。四日市市についてである。重工業大型産業が日本の経済成長を押し上げた昭和30年代、四日市市には石油化学メーカーなどの工場が進出し、コンビナートを形成。市の財政を潤わせた。
　しかし、一方、吐き出された煙は、青空を消し、市民の体をむしばんだ。1972年、津地裁四日市支部は、大気汚染と喘息の因果関係を認め、6社に損害賠償を命じる判決を出した。

　判決では「国や地方公共団体が、経済優先の考え方から公害を引き起こすことなどを調査せず、条例で企業誘致を奨励するなどの落ち度があった」と指摘。公害病で946人（2008年8月末）が死亡し、認定患者は延べ2216人にのぼる。

　それから36年。井上哲夫市長は「いつまでも公害の烙印を押されているが、現実は違う」と「脱公害」を繰り返し強調してきた。楠町との合併で人口は30万人を超え、公約だった中核市の要件は整った。

　中核市へのこだわりは、政令指定市への移行も視野に、北勢の中心都市として存在感を示すためだった。だが、ここに来て、井上市長は「移行時期は不確定」とあまり中核市について口にしなくなった。

　背景には、産業廃棄物処理問題がある。東芝四日市工場から北東へ約2キロ。大矢知町と平津町にまたがる約95000平方メートルの山林に、市内の業者の産業廃棄物処分場がある。県内外から運び込まれた量は、東京ドーム2個分の262万立方メートル。この半分が不法投棄分と推定され、その規模は全国最大とも言われる。

　2008年初め、土壌から環境省の産廃の埋め立て処分基準の53倍にあたる1リットルあたり16ミリグラムの鉛や、同3,8倍の水銀が新たに検出された。

　不法投棄が始まったのは1980年代。県は1994年、業者に2度の改善命令を出した。2007年には、業者に覆土などを命じる措置命令を出したが、事態は何ら動いていないのである。

　中核市になれば、産廃業者の許認可や指導・監督などの権限が県から移譲される。だが、住民が求めるように不法投棄された産廃を撤去するのか、覆土などで安全性を確保するのか、解決の道筋は見えない。撤去には数百億円が必要とも言われ、県や市の動きをさらに鈍らせている。やはり権限委譲を受ける際に財源確保の問題解決が必要不可欠なのである。
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さらに最近のニュースに、麻生太郎首相が国土交通省や農林水産省などの出先機関を統廃合する方針を打ち出したことが、茨城県内でも波紋を呼んでいるという記事を目にした。
道路延長が北海道に次ぐ全国2位の車社会で、日本有数の農業県でもある茨城県。「国の業務はどこまで残るのか」「地方の権限は強化されるのか」。具体的な方針が不透明な中、関係者には期待と不安が交錯している。

　「思い切った権限、財源委譲のチャンス。全自治体が歩調を合わせて頑張っていくべきだ」と橋本昌知事は2008年11月10日の定例記者会見で、首相の方針を歓迎した。ただ、「権限委譲に伴う分について、しっかり手当をしていただくことは不可欠」とクギを刺すことも忘れてはいなかった。

　国交省の出先機関「関東地方整備局」（さいたま市）は、常陸河川国道事務所（常陸太田市）など7つの事務所を県内に構えている。主業務は国道や河川、港や空港などの管理である。

　同整備局鹿嶋港湾・空港整備事務所は「最終リスクを負う仕組みをどうするかが問題」と指摘しており港の場合、貿易上必要な港の企画・設置やテロ対策などの国の業務は統廃合後も残るが、「自治体や企業が維持管理をしている港では、時の首長の関心度や港の利益が管理状況を左右する」（同事務所）。そのため、例えば、子供が海に落ちた場合に問われる管理責任を誰が負うかが問題になってくるという。

　一方、農水省の出先機関「関東農政局」（さいたま市）も、県内に茨城農政事務所（水戸市）など3つの事務所を置いている。
　ＪＡ全農いばらき総合企画課は「権限委譲されても、ちゃんとやってもらえるなら問題ない」としながらも、「（総人件費改革などで）人が減り、国がやっていた農産物の生産などの統計に詳細性が落ちる」と不安も抱えている。

　茨城農政事務所統計部によると、統計づくりは平成21年1月から段階的に民間調査機関に委託していき、精度の低下を防ぐため調査員の育成などを行う。それでも、「調査対象が主要な農産物に限られるなど、調査項目は減る」などの影響はあるとされており、茨城県ではこの権限委譲に伴う期待と不安をあらわにしている。　
やはり権限委譲に伴う財源の保障や専門員の確保、責任は誰がとるのかといった部分がグレーなままでは国や県、地方自治体の確執は深まるばかりであろう。
第5章　まとめ
これまで各章にわけ地方自治体への権限委譲について述べてきた。国や県から各市町村に権限を委譲することは行政サービスの迅速化・効率化や市民に最も近い地方自治体がこれまで県と分担していた行政サービスを一元化して行うことができるようになる。そして、今まで以上により決め細やかな行政サービスを提供できるといった利点があり、これは地方分権を推進する今日の社会に即したものとなる。また権限が委譲されることでごみ問題や屋外広告へ独自の規制ができるようになり、さらなる市民の安全で快適な暮らしを提供することができる。
権限委譲する利点に関していえば、市民はもちろんのこと身体障害者などの社会的弱者を救済する上で大きな効果を発揮するものになることは間違いない。
しかし、現在では利点にばかりに目がいってしまいがちであり、問題点においてはないがしろにされている点が非常に多いのではないのだろうか。
　まず第１に挙げられえるのは、やはり委譲された事務権限の財源をどのようにするかということだろう。現在では国や県は権限を委譲するだけで財源の確保は各市町村にまかせっきりということが多々ある。これでは国や県が市町村へと責任を転嫁しているだけにすぎず市町村は最悪の場合、財政破綻を迎えるのを待つだけである。国や県は権限を委譲するからには各市町村が委譲された事務権限を行使できうるだけの財源を確保できるシステムを確立する必要があるのではないか。
　次に権限を委譲する過程で都市独自の保健所などが設置されていくわけだが、そこでは専門員の確保が要求されることになる。現在では権限を委譲される市町村が他の都市を参考に独自に確保することが主流になっているが、これも国や県が市町村に専門員を紹介するといった形をとるのが望ましいと考えられる。専門員を確保するためにも費用がかかるので、その費用を権限委譲する国や県は負担する義務があるのではないだろうか。
　権限委譲を受けようとする際に行われる合併において地域間に行政サービスの格差がある場合はもちろんのこと、慎重に協議を重ねた上で合併をすることが望ましい。権限を委譲される前段階において地域間に確執があっては地方のことは地域全体で協力して行っていこうとする地方分権推進の動きが名ばかりのものになってしまうからである。合併等を行うには協議を重ね可能な限り地域住民間の確執を取り除く必要がある。
国や県から権限を委譲された市町村において地方自治体は市民のニーズに敏感でなければならない。多種多様なニーズから今、何が必要かを見極め、取捨選択していかなければならない。そのためには、地方自治体は意見公募を積極的に行い、市民から徴収される税金の使い道を公表するなど市民との距離を限りなく0にすることが求められているのではないのだろうか。
　
最後に、地方分権推進に伴う権限委譲が市民に与える影響は大きなものである。権限を委譲されることはゴール地点ではなくスタート地点なのである。自治体と市民がお互いに協力しその地域のより豊かで快適な生活を創りあげていくことが本当の意味での地方分権だと私は考える。国や県から地方自治体への責任転嫁となっては地方分権推進などまるで意味がない。そのために国や県をはじめとする行政側は上記に挙げた問題点を解決することが今、求められているのだ。

参考文献
分権社会の地方自治　著者／訳者名：林宏昭／著 出版社名：中央経済社 
日本の新しいルール　著者／訳者名：田中直毅／著 出版社名：講談社
日本経済新聞　　　
久留米市公式ホームページ　　http://www.city.kurume.fukuoka.jp/
相模原市ホームページ　　http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/index.html
